
提言

決定され、2014年１月には2020年東

京オリンピック・パラリンピックの開催

を絶好の機会と捉えて更なる観光立国の

推進を図るべく、訪日外国人旅行者数

2,000万人の高みを目指すこととしま

した。2015年６月には2,000万人を目

指すために新規施策を盛り込みつつ「ア

クション・プログラム2015」として改

訂され、観光立国実現に向けた取り組み

の強化が図られました。また、本プログ

ラムを決定した第５回観光立国推進閣僚

会議において、アクション・プログラム

は毎年見直すことが確認されました。

「明日の日本を支える観光ビジョン」
と実現プログラム

　政府は、2016年３月に次の時代の新

たな目標を定めた、「明日の日本を支え

る観光ビジョン」を策定しました。本

ビジョンでは、訪日外国人旅行者数を

2020年までに4,000万人、2030年ま

でに6,000万人とするなど、従来の目標

と比べて野心的な目標が設定されていま

す。また、国を挙げて観光を日本におけ

る基幹産業へ成長させ、「観光は真に我

が国の成長戦略と地方創生の柱である」

という認識のもと、新たに３つの視点を

柱とした10の改革を取りまとめました。

　さらに、「明日の日本を支える観光ビ

ジョン」を踏まえ、2016年５月には「観

光ビジョン実現プログラム2016」が

策定され、その後毎年更新されており、

2018年５月には「観光ビジョン実現プ

ログラム2018」が策定されました。観

光立国に向けた取り組みは「観光先進国」

という新たなステージに移行し、政府一

丸、官民一体となって強力に進めていく

ことが示されています。

観光政策の推進体制と予算

　観光庁発足後10年が経過しましたが、

省庁横断的な調整といった観点では引き

観光産業の基幹産業化に向けて

　日本は現在、少子高齢化、財政赤字の

拡大などの課題への対応を迫られ、将来

にわたって経済成長を牽引する役割を担

う産業を育成しなければならない状況に

あり、その対象の一つに観光産業が挙げ

られています。観光産業は財政支出に頼

らない経済成長を実現する産業であり、

旅行業、宿泊業、航空を含む運輸関連産

業にとどまらず、様々な異業種とも密接

に連携する総合産業です。

　また、国内における旅行消費額※32は

26.7兆円（2017年）であり、産業の

裾野の広さゆえに大きな経済波及効果と

雇用創出力を有していることからも、日

本の経済成長の牽引役として基幹産業へ

の成長が期待されています。2017年の

訪日外国人旅行消費額は4.4兆円で、電

子部品の輸出額を超える水準です。政府

は成長戦略として観光立国推進を優先政

策課題として明確に位置付けています。

　これまで政府として、観光立国推進本

部設置（2009年12月）、国土交通省成

長戦略（2010年５月）など観光政策の

推進体制を整備してきました。2013年

には首相直轄の「観光立国推進閣僚会議」

が発足し、推進体制の更なる強化を図っ

ています。また「未来投資戦略2018」

においても、観光は、成長戦略の柱とし

て位置付けられ、国をあげて観光立国の

実現に向けた政策が進められています。

観光立国実現に向けた
アクション・プログラム

　観光資源等のポテンシャルを活かし、

世界の人たちを惹きつける観光立国を実

現するために、2013年６月、観光立国

推進閣僚会議において「観光立国実現に

向けたアクション・プログラム」が閣議

続き課題があります。また、訪日外国人

旅行者の受入体制を整備し、地方創生に

貢献する観点で、2015年７月から全国

９つの運輸局に交通政策部と観光部が設

置され、地方主体での迅速な問題解決が

期待されています。2018年度観光庁予

算は約294億円で、インバウンド政策の

推進に向けて増額されていますが、未だ

競合するアジア近隣諸国に比べて予算規

模が小さいと言えます。

　そのような中、観光促進のための税と

して国際観光旅客税が創設され、2019

年１月７日以降の出国旅客に定額・一律

1,000円の負担を求めることにより、

高次元の観光施策のための財源を確保す

ることが決まりました。本財源の使途と

して、①ストレスフリーで快適に旅行が

できる環境の整備、②我が国の多様な魅

力に関する情報の入手の容易化、③地域

固有の文化、自然等を活用した観光資源

の整備等により地域での体験・滞在の満

足度向上に資する施策に財源を充当する

こととされています。

日本政府観光局（JNTO）の体制

　国際観光の振興を図る役割を持つ日本

政府観光局（JNTO）は海外での観光宣

伝、マーケティング等、これまでも大

きな役割を果たしています。今般、訪

日プロモーション事業の効果を最大化

する観点から、JNTOが事業実施主体と

なり、インバウンド振興の中核となる

ことが明確に位置付けられるとともに、

他法人との連携強化を更に図ることと

されました。2015年度からは、観光庁

からJNTOに予算執行の権限が移譲され、

より迅速にプロモーションを推進でき

る体制に強化されました。これにより、

JNTO海外事務所における海外現地の市

場分析がより具体的にプロモーション

活動に反映されることが期待できるほ

か、市場動向の変化等に対し、臨機応変

に対応することも可能となりました。ま

た、海外現地において契約を行うことに

より、日本企業に加え、現地の状況を熟

知した海外現地企業の参入が促進され、

事業効果の向上も見込まれます。なお、

2017年度にはJNTO内に地域プロモー

ション連携室が新設され、地域との連携

強化、地域が行う訪日プロモーション事

業の支援が期待されています。
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●観光産業の基幹産業化に向け、国は観光庁に権限を集約し、　　
　他省庁との横断的な政策の立案・推進体制を構築すべき
●近隣諸国等の予算規模を踏まえた相応な予算措置を講じるべき
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［１］ 観光政策の推進体制強化

現状と課題
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す。これらの目標は、国をあげて観光先

進国を目指していく上では、大変重要で

すが、一方では目標の位置付けをより高

いものとし、達成に向けた国民の意識を

一層高めていくとともに、関係する省庁

の責任をより明確にする必要があると考

えます。具体的には、訪日外国人旅行者

数の目標を実現するにあたり、事業者だ

けに任せるのではなく、国土交通省や関

係する省庁において、どのように実現に

向けた環境や制度を整備すべきかを一層

明確化し、官民が一体となって実現に向

けた道筋を検討、共有するべきです。特

に出入国手段としての交通の役割や、宿

泊施設の確保は、目標を達成する前提と

なる重要な要素であると考えます。

　また、それぞれの目標の関係性も重要

です。単に旅行者数を増やすだけではな

く、旅行消費額をいかに高めることがで

きるかに重点を置き、そのためにはどの

ような属性の旅行者に焦点を当てるの

か、一人あたりの旅行消費額が高い旅行

者はどのような滞在や観光を求めている

のか等について国として十分に分析を行

い、その分析に基づいた戦略の立案と、

施策の実行が求められます。より重点的

にプロモーションすべき国・地域と航空

路、海路の開設や強化策を連動させ、例

えばオープンスカイ交渉をどの国と優先

して協議していくのかを関係省庁が連携

して検討することや、日本のどの空港に

誘客し、訪日外国人旅行者が望む観光ル

ートをどのように整備すべきかを検討す

るなど、国をあげた取り組みが重要です。

中期的な視点に立った
観光関連予算の適切な確保と執行

　成長戦略として観光先進国の実現を目

指すためには、予算面においてもさらな

る拡充が必要です。

　具体的には、インバウンド促進のため

のプロモーション費用に傾注するのでは

なく、観光地の整備や観光産業の労働生

産性の向上に資するIoTなどの仕組みの

構築や活用、観光産業における人材の確

保や育成につながる制度の構築などの観

点も踏まえ、中長期的な観光産業の成長

につながる投資を検討すべきです。その

際には、競合するアジア近隣諸国等や世

界の観光先進国の予算の内容や規模を踏

まえた相応な予算措置が必要です。

　また、国際観光旅客税により2018年

度は60億円、2019年度以降は400億

円以上の安定的な財源が見込まれていま

す。この観光財源を充当する施策につい

ては、受益と負担の関係から、負担者で

ある国民と訪日外国人旅行者の双方が直

接的に受益を実感でき、納得感が得られ

る使途に限定すべきです。観光財源を充

当する具体的な施策・事業について、観

光庁に一括計上したうえで、関係省庁に

移し替えて執行することとされています

が、本格的な財源を確保する2019年度

以降の使途についても、予算の適正な運

用と透明性を確保するとともに、受益と

負担の関係等に留意し、第三者機関等に

より厳格に精査する必要があります。な

お、本財源は裾野の広い観光産業へ充当

されるため、使途が地方自治体も含めて

広範囲にわたる可能性があります。本来

の主旨と異なる目的に活用されることが

ないよう透明性の確保が重要です。

日本政府観光局（JNTO）の
体制の強化

　JNTOの体制は段階的に強化されてい

ますが、人材の確保や、地方自治体と連

携した市場分析機能の強化、受入環境整

備・向上支援機能の強化に取り組むこと

も重要です。海外事務所駐在の職員が保

有しているノウハウや経験を最大限に活

かし、地元と綿密な戦略を練った上で海

外にプロモーションするなど、取り組み

を強化する必要があると考えます。加え

て、JNTO職員を安定的に確保し、様々

な経験を積むことができるキャリアパス

を構築し、育成を強化していく必要があ

ります。それらの人材が、デジタルマー

ケティングの活用など、最先端のスキル

を獲得しながら、諸外国と同等あるいは

それ以上のマーケティングを推進し、積

極的な姿勢で日本の観光をリードする必

要があります。

政府における観光政策の
推進体制の強化

　観光政策は、複数の省庁に係わること

から、観光庁に権限を集約した上で、縦

割り行政の弊害を除去し、省庁横断的な

調整力と強力なリーダーシップを発揮す

る必要があります。また、同時に政府内

における政策立案機能や推進体制の一元

化も不可欠です。

　さらには、2020年東京オリンピック・

パラリンピック開催を絶好の機会と捉え

て、関係省庁間の連携のみならず、業界

全体を巻き込み産官学で連携・調整を強

化するなど、オールジャパン体制で取り

組む必要があります。今般策定された「観

光ビジョン実現プログラム2018」にお

いても、前年度までの継続案件が多く、

内容も多岐にわたるため、優先順位をつ

けて確実に推進していくことが必要です。

　そのためには、現在、国土交通省の外

局に位置付けられている観光庁を、内閣

に直結する独立した機関として観光省に

体制を強化するべきです。観光に対する

考えを従来の視点から脱却させ、文化や

スポーツとの連携や国民の観光に対する

教育の観点、国民の休暇改革や観光産業

における働き方の観点、経済のけん引役

となる輸出産業に匹敵する基幹産業とし

ての役割の観点、地方創生の観点、日本

産の農産物の輸出促進の観点など、総合

的な視点で観光政策を立案する必要があ

ります。それらによって、関係省庁の横

断的な調整に加え、個別に政策を立案

し、法案を提出する機能を持たせること

など、国としての観光政策の推進体制を

強化すべきです。また、観光を基幹産業

として位置付けるためには、インバウン

ドに依存し過ぎることなく、国民の国内

旅行やアウトバウンドを促進することが

重要であり、そのための独立した組織を

立ち上げ、体制をしっかりと確立するこ

とが必要です。

「明日の日本を支える観光ビジョン」
の目標の確実な達成

　「明日の日本を支える観光ビジョン」

において、訪日外国人旅行者数など、新

たな野心的な目標値が掲げられていま
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※32　平成29年（2017年）の旅行消費額（p.87）



提言

訪日外国人旅行者数の推移と
政府の取り組み

　訪日外国人旅行者数は、ビジット・ジ

ャパン事業開始以来の政府目標であっ

た年間1,000万人を2013年に達成し、

その後も順調に増加し、2017年には

2,869万人を達成しました。2020年ま

での目標である4,000万人達成に向け

て、更なる増加が見込まれます。※33

　こうした中政府は「観光ビジョン実現

プログラム2018」を策定し、魅力ある

公的施設・インフラの更なる公開・開放、

ナイトタイム・ビーチの活用等新たな観

光資源の開拓、最先端技術を活用した出

入国の迅速化、観光地域づくりの舵取り

役を担う法人等の育成強化等、世界が訪

れたくなる観光先進国の実現に向けた行

動計画が示されています。

　また、2016年12月に「特定複合観

光施設区域の整備の推進に関する法律」

が成立し、2017年３月には特定複合観

光施設区域整備推進本部が設置されるな

ど、これまでもカジノを含む統合型リゾ

ート施設（IR）の整備に向けた検討が進め

られてきました。そして2018年７月、

第196回通常国会において、監督機関

である「カジノ管理委員会」の免許を受

けた事業者が設けるカジノを刑法の賭博

罪の適用除外とすることや、IR設置数を

当面全国で最大３カ所とし、最初の区域

認定から７年後に設置数の見直しを可能

にすること、更には日本人等のギャンブ

ル依存症対策として、 入場回数の制限や

カジノ入場料を徴収することなどが盛り

込まれた「特定複合観光施設区域整備法 

（IR実施法案)」が成立しました。一方で

IR実施法案には31項目の附帯決議がつ

けられるなど依存症対策等における課題

もあげられています。

の1,711万人、2017年には前年4.6%

増の1,789万人と改善傾向ですが、ピ

ークの2012年の1,849万人には届いて

いない状況です。また、国内旅行消費額

の多くを占める日本人国内宿泊旅行に関

しては、2017年の旅行・観光消費動向

調査においてもほぼ横ばいであり、訪日

外国人の誘致とあわせて日本国民の旅行

促進にも取り組む必要があります。※34

　最近の調査結果では、年に一度も旅行

に行かない国民が約半数に上ることが判

明し、中でも若年層の旅行意欲の低下

は、旅行を経験していないことによる将

来への旅行需要にも影響を及ぼす懸念が

あり、喫緊の対応が求められます。一方、

観光庁は若者のアウトバウンド活性化に

向けて、2017年12月に「若者のアウ

トバウンド活性化に関する検討会」を設

置し、計４回の検討会を経て、若者が豊

かな「海外体験」を得ることができるよ

うな具体策等を盛り込んだ最終とりまと

めを2018年7月に公表しました。

　「観光ビジョン実現プログラム2018」

の中でも2020年までに年次有給休暇の

取得率を70%に向上させることや、休

暇取得の分散化を通じて休暇の利用によ

る観光の促進を図るべく、働き方・休み

方の改革を推進することに加えて、家族

が休暇をとりやすい制度の導入等の取り

組みが示されています。また、若者の旅

行費用を軽減する等、アウトバウンドの

活性化に取り組むことも盛り込まれてい

ます。今後これらの施策を確実に継続し

て実行することに加えて、国民による観

光立国の意義の理解促進と意識改革を通

じた需要喚起の取り組みも求められます。

　休暇改革の論議に関しては、2017年５

月に地域毎に学校休業日の分散化を図る

キッズウィークについて、政府が教育再

生実行会議にて構想を打ち出し、「観光ビ

ジョン実現プログラム2018」にも盛り込

まれました。2018年４月開催のキッズウ

ィーク総合推進会議の調査によると、都

道府県の約９割が導入または導入を検討

していることも明らかになりましたが、

実際に認知されているか、有効に活用さ

れているかという点では課題があります。
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●国が掲げる目標の達成に向け、戦略的なマーケティングを行い、
　新たな需要の創出と高位安定的な需要の確立を実現すべき
●官民一体となって国民の旅行促進と休暇改革に取り組むべき
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［２］ 観光需要のさらなる創出と需要の安定化

現状と課題 広域観光周遊ルートの検討と
マーケティング機能

　観光庁においても、訪日旅行者数の空

路の約半数が首都圏空港を利用して入国

していることや、訪日外国人旅行者の移

動や宿泊が、いわゆるゴールデンルート

に偏る傾向があることから、複数の都道

府県に跨るテーマ性・ストーリー性を持

った一連の魅力ある観光地を、交通アク

セスも含めてネットワーク化し、外国人

旅行者の滞在日数（平均６日～７日）に見

合った、訪日を強く動機づける「広域観

光周遊ルート」の形成と積極的な発信を

目指し、「世界に誇れる広域観光周遊ル

ート」の検討を進めてきました。 2015

年６月に７つの「広域観光周遊ルート」

が、2016年６月には新たに４つの広域

観光周遊ルートが認定され、具体的なモ

デルコースも策定されました。

　また、国別の観光市場の特性を分析し、

訪日客誘致を強化する戦略を策定するた

め、観光庁に国際観光課が設置されまし

た。これまでのアジア市場や新市場の開

発に加え、2017年には長期滞在の傾向が

強く１人あたりの消費額が大きい欧米か

らの訪日客誘致を強化する目的で、欧米

豪推進室が設置されました。「観光ビジ

ョン実現プログラム2018」においても、

「欧米豪を対象としたグローバルキャン

ペーンや富裕層対策の強化」等、訪日プ

ロモーションの戦略的高度化が計画され

ており、市場毎の的確な分析とマーケテ

ィングによる戦略の立案が期待されます。

国民の旅行促進と休暇改革

　日本国民の旅行需要については、旅行

の相対的魅力の低下等により、全般的に

低迷しています。2015年には、日本人

海外旅行者数（1,621万人）が訪日外国人

旅行者数（1,974万人）を45年ぶりに下

回りました。2016年には前年5.6%増
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●戦略的な海外プロモーション

　グローバルなメディア戦略を今後さら

に展開し、我が国の魅力（気候、自然、

文化、食等）を戦略的に発信していくこ

とが不可欠です。日本の魅力をわかりや

すく印象的に世界に発信するためには、

SNSの積極的な活用が不可欠です。さら

に、海外メディアの日本への招請や海外

旅行博覧会への出展、海外テレビドラマ・

映画のロケ誘致等、訪日観光旅行の動機

付けの充実・強化等に取り組むことも重

要です。また、主要国間において政府レ

ベルで観光に関する政策対話を定期的に

開催するなど、観光分野における二国間

関係の強化を図り、２wayツーリズムを

進めることでインバウンドを支える基盤

を整える必要があります。

●MICEの推進とIR

　IRは、MICE誘致の有効な要素であり、

旅行消費額が大きい旅行者を取り込む観

点で効果が大きいと言われています。IR

にはメリット・デメリットの両面がある

ことを前提に、政府が検討している内容

について、「メリットの最大化とデメリ

ットの最小化の観点」で国民も広く巻き

込み、継続して議論を進めることが重要

です。IR実施法案では、「地域の創意工

夫及び民間の活力を生かした、国際競争

力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、

観光及び地域経済の振興に寄与する」こ

とを目的としていますが、「メリットの

最大化」の観点では、IR施設の地域選定

において、地元の同意はもちろん、カジ

ノを含む複合観光施設としての競争力や

集客力、地域への経済効果波及等、観光

振興の視点を持って選定するべきです。

「デメリットの最小化」の観点では、依

存症や違反行為への対応を中心に施策の

実効性を高めるとともに、カジノ管理委

員会の役割を的確に発揮し、健全な事業

運営を促すことで、「世界最高水準のカ

ジノ規制」を確実に実現するべきです。

国民の旅行促進

　産業発展のためには、訪日外国人旅行

者への対応と、日本人の旅行促進の取り

組みを両輪で推進することが重要です。

特に国内旅行消費額の約８割を占める日

本人の国内旅行については、地方創生・

地域活性化にも寄与する多大な経済波及

効果が期待できるため、旅行減税制度や

トラベル版エコポイント、プレミアム旅

行券の導入など旅行者に対してインセン

ティブを付加するような新たな発想で需

要を喚起する必要があります。

　他方、日本人の海外旅行者の増加に向

けた取り組みも重要です。訪日外国人旅

行者を増やす観点でも、旅行者の満足度

を高め、リピーターを増やすためには、国

民一人ひとりの国際感覚を高め、「おもて

なし」のマインドの醸成が必要です。そ

のためには、諸外国との双方向の交流人

口拡大に向けた施策や観光・旅行に関す

る教育等の施策を従来以上に強く打ち出

すことや、学生やシニアなど、非公認ガ

イドの活用等も含め、環境整備を行い、

より多くの人が地域の観光産業に携わる

機会を増やすことも重要です。

　特に、若年層への対応については、海

外留学や研修を促進する取り組みが必要

です。中でも留学に関しては、グローバ

ル人材の育成にも資することから関係省

庁と観光産業の連携による留学促進に向

けた取り組みも推進する必要がありま

す。また、海外旅行促進の一助とすべく、

パスポート取得手続きの簡素化の更なる

推進、若者割引等、若年層のアウトバウ

ンド活性化に向けた取り組みを検討する

とともに、SNSを活用した若者向けのプ

ロモーションや、若者の行動の傾向を分析

した体験型商品の開発を促進する等、若

者の視点に立った施策の立案が重要です。

休暇改革の促進

　国民の旅行促進のためには、労働者の

休暇取得の促進が極めて重要です。秋の

大型連休の創設や導入が検討されている

取得の分散化（ブロック化）も、旅行の潜

在需要を顕在化するとともに、観光産業

での雇用創出等、様々な効果をもたらす

可能性があります。また国も休暇取得の

ため産業界に対し奨励するとともに、経

済的インセンティブ付与の仕組みの導入

を検討していますが、休暇改革に向けて

は産業界・労働界での合意を形成するこ

とが重要です。2010年10月に内閣府

が実施した「休暇取得の分散化に関する

特別世論調査」によると、反対意見が半

数以上を占めていますが、調査から８年

が経過しており、社会的に働き方の見直

しが進みつつある状況を踏まえ、再調査

も必要だと考えます。

新たな旅行需要の開拓と
閑散期における需要の創出

　新たな旅行需要を創出するには、地域

の歴史や伝統、文化、産業、技術などの「こ

こにしかない」独自の観光資源を活かし、

ニューツーリズムの開拓、普及に努めて

いくことが重要です。

　また、訪日外国人旅行者が急増し、需

要の過度な集中による観光地の混雑を緩

和することが重要です。地方創生・地域

活性化や訪日外国人旅行者数の増加とい

う国の政策と、宿泊施設の不足等の課題

を両立するには、訪日外国人旅行者をよ

り地方へ誘客することが必要です。加え

て日本人の国内旅行需要の喚起や、観光

産業の生産性向上等の観点からも、特に

閑散期の需要を創出し、観光需要を平準

化することを視野に入れた取り組みが必

要です。具体的には、場所や時期の分散

化が考えられます。今後は、認定された

広域観光周遊ルートのプロモーションを

強化し、旅行者の実体験に基づいた声を

聞いた上で課題と成果を明確にしなが

ら、取り組む必要があります。

　時期の分散化については、外国人視点

を取り入れた地方都市の季節ごとのテー

マ（桜、祭り、紅葉、スノーツーリズム

など）に着目した魅力を発掘しつつ積極

的に海外に発信していく必要がありま

す。また、日本人の休暇のあり方も検討

する必要があります。

戦略的なマーケティングの実践

●ターゲットの明確化

　諸外国でも外国人旅行者の誘致は国家

レベルの取り組みであり、今後さらに

各国との争奪戦の激化が予想されるこ

とから、「観光ビジョン実現プログラム

2018」の進捗を点検・評価しつつ、工

程表どおり着実に実現することが必要で

す。特に、旅行者数に加えて、滞在中の

消費額や日数、リピーターに注目したマ

ーケティングや戦略も一層重要です。国

籍や年齢、性別などの属性に応じ、口コ

ミなどを活用し、外国人旅行者が日本に

望むニーズをきめ細やかに把握し、的確

な対策を講じることが重要です。

P
art④

〔参考資料〕
※33　訪日外国人旅行者数の推移（p.88）
※34　国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回

数及び宿泊数の推移（p.88）



提言

訪日外国人旅行者数の
急増に対する空港の状況

　訪日外国人旅行者の急増に対して、空

港の施設等が対応できておらず、出入国

手続きに時間を要していることなどか

ら、現場の負担が大きくなっています。

　具体的には空港の駐機場やチェックイ

ンカウンターの不足に加えて、出入国審

査場の混雑、ターミナルビルの利用想定

人数の超過による混雑が顕在化していま

す。その他にも、機内持ち込み手荷物へ

の対応や手荷物荷捌き所の狭
きょう

隘
あ い

化
か

による

係員の作業効率の低下等、働くものの視

点でも問題が生じており、航空会社の就

航増便への対応に苦慮しています。また、

運航の遅延への影響やお客様の利便性、

快適性の低下から日本の印象悪化につな

がる懸念もあります。

　特に入国審査については、訪日外国人

旅行者にとって、日本に対する最初の印

象となるため、円滑な対応が求められま

す。IATAは2020年までに「降機から到

着ロビーまで30分」という目標を掲げて

いますが、現時点では達成できていませ

ん。「観光ビジョン実現プログラム2018」

では、顔認証ゲートやバイオカート導入

空港の拡大をはじめ、最先端技術・シス

テム導入等によりチェックインや保安検

　このような状況を受け、政府は2017

年３月に「通訳案内士法及び旅行業法の

一部を改正する法律案」を閣議決定しま

した。これにより、旅行の企画・手配を

行うランドオペレーターの登録制度が創

設され、旅行の安全や公正取引の確保が

期待されます。

宿泊施設の不足と課題

　都市部を中心に宿泊施設が混雑し、予

約が取りにくくなっており、インバウン

ドの急増に伴い宿泊施設の需要が拡大す

る一方、全国の宿泊施設においては従業

員等の人手不足が深刻化しています。一

方で、旅館の利用者数は伸びておらず、

地域によって旅館が廃業するなど、一極

集中による地域間の格差も表れています。

　そのような状況を受けて、政府は、

2015年６月に閣議決定した「日本再興

戦略 改訂2015」において、「シェアリ

ングエコノミーなどの新たな市場の活性

化のために必要な法的措置を講ずる」と

し、これを受けて内閣府の規制改革会議

を中心に「ライドシェア」と「民泊サー

ビス」に焦点を絞って、具体的な検討が

重ねられてきました。特に民泊について

は、厚生労働省と国土交通省が合同で

「民泊サービスのあり方に関する検討会」

を設置し、都市部を中心に逼迫する宿泊

施設に対応するため、自宅の部屋や遊休

不動産を貸し出すことについて検討を進

め、旅館業法などに定めた営業許可を得

ることなく、有償で部屋を貸し出す違法

民泊を合法としていくために規制の見直

しを検討してきました。そして2017年

６月、第193回通常国会において住宅

の空き部屋やマンションの一室を利用し

て旅行者を宿泊させる民泊のルールを定

めた住宅宿泊事業法（民泊新法）が可決、

成立し、2018年６月に施行されました。

これにより、都道府県に届出をすること

で年間180日を上限として合法的に民

泊を運用することが可能となりました。

一方、トラブル等により、利用者や対象

物件の近隣住民の安心・安全が損なわれ

る事例が発生していることに加えて、各

自治体において民泊を営業できる区域や

期間などを制限する追加規制によって届

け出数が伸び悩んでいる実態や、違法施

設の掲載を続けている事業者が発生する

等新たな課題もあげられています。

●空港における手続き・動線全体の効率化が重要であり、
　国際観光旅客税の活用による環境整備を進めるべき
●宿泊施設不足対応や観光施設等の環境整備を進めるべき
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［３］ 快適、円滑な旅行環境の整備

現状と課題

資する使途に財源を充当すべきだと考え

ます。また、その具体施策の検討、実施

にあたっては、関係省庁、民間企業が複

数にまたがることから、縦割り、個別最

適に陥らないよう予算の配分、意思決定

において十分に留意する必要があります。

　空港の案内所の役割も極めて重要です。

コンシェルジュの設置や案内係員の人材

育成に努め、旅行者からの様々な問い合

わせに対するソフト面での臨機応変な対

応が求められます。空港ビル管理者は、

積極的に案内所の機能を強化し、航空会

社や行政、交通事業者等、様々な関係者

と連携を図り、空港ビルだけでは解決で

きない問題についても積極的に取り扱い、

改善に向けてリードすることが重要です。

快適、円滑な旅行に向けた
環境の整備

　空港から目的地までの移動手段につい

ては、地方運輸局と連携を図りながら、

需要に応じた柔軟な対応が必要です。仙

台空港は民間が運営主体になって以降、

新たなバス路線の開設や延伸を積極的に

進めています。那覇空港ではレンタカー

の混雑を解消するため、利用者をレンタ

カー営業拠点に送迎するバス路線を開設

しました。これらの取り組みを旅行者の

満足度向上につなげるよう、確実に推進

するとともに、成功事例を他空港に積極

的に展開していくことが重要です。

　また、旅行形態が団体旅行から、通訳

や添乗員不在の個人旅行へとシフトしつ

つあるなか、案内標識の多言語化や観光

案内所の拡充を含む情報インフラの整

備、Wi-Fi利用エリアの拡充など、早急

な環境整備が必要です。

　さらに、銀聯カード（中国内で使われ

ている支払決済用カード）や、外貨に対

応できるATMの普及、外国人が訪れる

主要な商業施設・宿泊施設・観光スポッ

ト・駅等においては、クレジットやIC対

応等100%キャッシュレス決済が可能

となるよう決済環境の改善も必要です。

　特に観光案内所については駅、郵便局

等各地に点在する既存施設を活用するこ

とも検討すべきです。また、語学教育を

はじめとする文化教育や宗教上のタブー

教育及び人材育成について、国はガイド

ライン等を整備し、地方自治体の取り組

みを支援すべきです。今後ビザ要件が大

幅に緩和されたASEAN諸国からの訪日

外国人旅行者数の急激な増大が見込まれ

る中、ムスリムへの対応について、ノウ

ハウを提供する等のサポートも必要であ

り、国としても積極的に関与すべきです。

　加えて、地域をはじめとする通訳ガイ

ドの質・量の確保や地域独自の自然や文

化を体験できる旅行商品の提供を促進し

ていくことが重要であり、通訳案内士法

の改正により、幅広い主体によるガイド

の確保や質の向上が期待されます。これ

らの制度については、旅行者のニーズを

把握しながら適宜見直しを図っていくこ

とが重要です。

　また、観光資源の適切な保護・管理は、

持続的な誘客につながるため、風景や街

並みの持つ経済価値や波及効果などを総

合的に勘案した環境保全対策（ガイドラ

イン化、マナー周知等）の策定が大切で

あり、具体的な罰則の導入・強化などの

措置も必要です。

宿泊施設不足の解消や
民泊のあり方について

　民泊サービスにおいて、生活者・利用

者の安心・安全が確保できているか注視

が必要です。具体的には、民泊新法で定

められている火災やその他の災害が発生

した場合における宿泊者の安全確保を図

るために必要な措置が講じられている

か、また、消防法や建築基準法で定めら

れている規定が順守されているか等、関

係省庁が連携し、貸主、借主、仲介サイ

ト事業者から安心・安全のために必要な

情報の提出を求めることができるような

適切な管理体制が必要です。また、違法

業者に対する処罰も明確化されましたが、

悪質な違法業者に対しては本法律に基づ

き、事業から排除する必要があります。

　一方、民泊サービスは訪日外国人旅客

の受け皿や空き家活用策として期待され

ていることも踏まえ、本制度をわかりや

すく伝え、生活者・利用者の安心を確保

しつつ、申請手続きの煩雑さを改善する

等の取り組みを検討する必要があります。

空港での受入体制の強化と
「おもてなし」の実現

　訪日外国人旅行者数の目標達成に向け

ては、現在の施設・設備等を有効に活用

することを前提に、首都圏空港の容量拡

大に向けて取り組むことに加えて、首都

圏以外の空港も最大限活用すべきです。

特に訪日外国人旅行者が最初に日本に触

れる場所である空港の印象は、リピータ

ーの獲得や、旅行者から周囲に訪日旅行

を勧めてもらう観点から極めて重要であ

り、空港でお出迎えをするような「おも

てなし」の発揮が求められます。空港で

日本のブランドを体感できるような環境

整備に向けて、IoT技術の有効活用や環

境（エコ）への配慮などについて、国と

空港との連携を強化すべきです。

　具体的には、入国審査を待つ時間を利

用してデジタルサイネージ等で日本の観

光地の魅力や様々な体験を発信すること

や、空港でWi-Fi接続できる環境の整備

が必要です。特に、空港では広域的な地

域ブランドやイメージを発信することが

重要です。Wi-Fiについては均質な接続

環境や、ターミナル間での円滑な接続環

境の整備、空港を出た後も事業者の垣根

を越えてシームレスに接続できる環境の

整備が必要であり、空港ビル管理者等が

関係者と連携して対応すべきです。

　今後は「観光ビジョン実現プログラム

2018」で示されている出入国手続きの

迅速化、円滑化の早期実現や地方空港に

おいて訪日外国人旅行者数の増加に対応

できるように計画的に物的・人的体制の

整備を進める必要があり、またCIQ職員

の接遇向上に向けた意識改革も進める必

要があります。その他にも、国際線施設

の拡張、増強に加えて、空港アクセスの

強化等、快適・円滑な移動に向けた環境

整備に継続して取り組む必要があります。

　また、国際観光旅客税の使途について

はストレスフリーで快適に旅行できる環

境の整備が大きな柱として掲げられてい

ますが、特に、空港における手続き・動

線全体の効率化が、受益と負担の関係か

ら適切かつ効果的であり、具体的にはチ

ェックイン等の簡略化・自動化、保安検

査や出入国手続きの円滑化・厳格化等に

P
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査等、旅客手続きや動線全体を円滑化・

効率化し、空港におけるFAST TRAVEL

の実現を掲げていますが、関係省庁が連

携してこれらの施策を迅速、着実に実施

するとともに、CIQに関わる定員の増加

等、物的・人的体制の整備が求められます。

空港から目的地までの交通の課題

　訪日外国人旅行者が入国し、空港から

目的地へと移動する際、都市圏の空港で

は鉄道や路線バスなどの多数の交通手段

があるため、複雑で分かりづらいという

声が多くあげられています。案内の多言

語表記や運賃支払い手段の違い等も、旅

行者を混乱させる一因となっています。

一方、地方空港ではバスを中心とした交

通手段に頼らざるを得ない空港も多く、

LCCなどの増便で旅客が増加しているに

もかかわらず、バスの運行頻度が少なく、

利用者がバスに乗り切れないなどの問題

が生じています。

　また、レンタカーの利用に際して、空

港とレンタカー会社の距離が遠いことや、

旅客ターミナルでのレンタカーの待機場

所が限られていることなどから、空港周

辺道路で渋滞が発生し、多くの旅客がタ

ーミナル内で待機している事例も発生し

ています。加えて、外国人旅行者が適正

な免許を保持しないまま運転をするケー

スや、営業許可を受けずにレンタカーを

利用してタクシー営業を行っているケー

スも報告されており、交通の安全に関す

る問題も明らかになっています。

　外国人団体旅行者が貸切バスを利用す

るにあたり、全国的な貸切バスの不足に

加えて、悪質な業者が手配、運行を担う

ケースが増えています。背景には、旅行

者が事前に運行者と決めた契約内容や運

行ルートを守らないケースが散見される

ため、優良な事業者が外国人団体旅行者

を受けなくなっており、需要の増加に対

し供給が追いつかない現状があります。


